
資 料
２

令和３年度 第２回宮城県地域医療構想調整会議



○仙台医療圏全体の救急搬送件数約68,000件のうち、仙台市内が約48,000件、仙台市外が
約20,000件となっており、仙台市消防局以外の搬送の半数に当たる約10,000件が仙台
市内の医療機関に搬送されています。また、黒川地域、名取市の患者約6,800件の７割
以上に当たる約5,000件が仙台市内に搬送されています。
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各消防本部の搬送件数 47,971 3,624 3,169 3,890 9,018 67,672 47,971 19,701

仙台市内への搬送件数 47,351 2,776 2,256 1,560 3,173 57,116 47,351 9,765

仙台市内への搬送割合 98.7％ 76.6％ 71.2％ 40.1％ 35.2％ 84.4％ 98.7% 49.6%

②救急搬送時間

○令和元年の救急搬送に要する時間は、県平均で４１．７
分になります。これに対し、仙台市消防局は３９．３分
であるのに対し、名取市消防本部は県内最長の５１．３
分、あぶくま消防本部４８．９分、黒川地域消防本部
４４．８分であるなど、仙台市と仙台市以外で搬送時間
に大きな開きがある状況にあります。

○新病院整備により、仙台医療圏全体として救急搬送時間
の短縮が期待できます。
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Ⅳ 政策医療分野ごとの考え方

出典：一般財団法人宮城県地域医療情報センター調査（令和元年）

○大規模災害が発生した場合に備え、広域的な応援体制を
構築しておく必要があります。

○災害拠点病院の空白地である黒川地域に災害拠点病院が
整備されることで、広域的な応援体制の観点から
も地域バランスの取れた配置になります。

○名取・岩沼地域は災害派遣医療チームDMATの派
遣体制が限られていることから、名取市に災害拠
点病院が整備されることで、体制の拡充が図られ
ます。

○地域医療連携は、医療機関同士の連携により患者が地域
で切れ目のない医療を受けられるようにする仕組みです。

○地域医療連携が円滑に図られるためには、地域医療支援
病院が経営の安定とともに、地域の医療ニーズに対応し
た医療機能を備え、地域連携の核となることが求められ
ます。

○仙台医療圏では、地域医療支援病院１０病院のうち仙台
市内に９病院が集中しています。新病院が整備されるこ
とで、バランスの取れた地域医療連携体制の確保につな
がるものと考えます。

○仙台医療圏では、専門的な周産期医療を提供する総合周
産期母子医療センターは仙台市以外にはなく、さらに県
南地域では、緊急時には仙台市内まで搬送しなければな
らない状況が続いています。

○このため、総合周産期母子医療センターである仙台赤十
字病院が移転することで、バランスの取れた周産期医療
体制の確保につながるものと考えます。

○精神医療センターは、施設の老朽化が著し
く、早期の建て替えが必要です。

○精神医療センターの移転・合築は、県内の
精神科医療の基幹病院として、精神科救急
体制の強化や身体症状を伴う患者への対応
力の向上を含め、地域の病院やクリニック
と連携しながら、県内の精神医療体制の全
体的向上を目指して検討しています。

○また、現在の通院患者への影響も十分踏ま
えて、検討を進めていきます。

○新型コロナウイルスのような新興感染
症に対応するには、患者対応にあたる
医療従事者の確保、重症化した患者に
対応できるＩＣＵ等の設備が必要です。

○新病院は新興感染症への対応を想定し
ており、受入体制の拡充を目指します。

○新興感染症への対応については、次期
の第８次地域医療計画に位置付ける予
定です。

▲各消防本部（局）の搬送時間（分）（令和元年）

▲仙台医療圏の地域医療支援病院

○再編後は仙台市外から仙台市内への搬送件数が減少し、仙台市内の医療機関における救急
受入能力にもその分余力が生じることが期待され、仙台医療圏全体としてバランスの取れ
た救急医療体制になると考えています。

○さらに、新病院では救急医療体制の強化を目指しており、診療機能が向上することで、受
入件数の増加が期待されます。

○仙台市外に新病院が設置された場合、仙台市からも新病院に搬送することで、仙台市内の
医療機関の更なる余力につながることが期待されます。（例：泉区北部エリア、太白区南部エリア）

▲仙台医療圏の周産期母子医療センター

▲仙台医療圏の災害拠点病院

高齢化の進展に伴い特に重要となるのが、二次救急医療機
関で治療を行った後に、リハビリの提供を行う回復期病床
の十分な確保と急性期からのスムーズな転院などの機能連
携となります。県では、急性期から回復期に転換する医療
機関への支援を行うとともに、円滑な連携体制の構築を進
めながら救急搬送の増加に対応していきます。

今後高齢化が進み救急搬送の増加が見込まれますが、仙台
市内の二次救急医療機関の病床利用率は概ね６０％～８０
％台であり、病床には余裕があります。

現
状

救急受入体制で不足しているのは、医療従事者や設備、後
方病床などの不足です。
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再編により急性期病院を集約化し診療内容の充実・高度化
（質の向上、医療従事者の確保）を図ることで、救急受入
体制を強化することに繋がります。

方
向
性

▲高齢化の進展と救急搬送について▲仙台医療圏の仙台市内への救急搬送の流入（令和元年）


